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現
在

〇現時点以降、政府は、日本の人口が驚異的な速度で減少していくと想定
（今後８０年で最大約８，０００万人の人口が失われ、明治時代後半の人口規模へ）

本格的な人口減少社会の到来
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２０２５赤穂市総合戦略①
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２０２５赤穂市総合戦略②

日本の人口ピラミッドの推移

〇日本の人口構造は、１９７０年代初頭（１９７１年～１９７４年）の第二次ベビーブーム世代
（団塊ジュニア世代）以降、一貫して少子化が進行
〇その結果、第二次ベビーブーム世代が後期老年人口（７５歳）となる２０５０年時点で、完全
な『つぼ型』（高齢者人口の割合が多く、１５歳未満の人口の割合が少ない型）へと転換

人口減少社会と少子高齢化社会の同時到来へ



２０２５赤穂市総合戦略③
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〇赤穂市の人口は2010年から２０６０年にかけて半減すると予測
２０１０年 ５０，５２３人 ⇒ ２０６０年 ２４，１７２人

○我が国における急速な少子高齢化に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、
東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保するため、
国・兵庫県・赤穂市が計画を策定

赤穂市は『２０２５赤穂市総合戦略』を策定し、人口維持に向けた施策を実施
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目標①

• 自然動態（出生・死亡）の改善
• ・子ども・子育て支援 ・健康づくりの推進

目標②

• 社会動態（転入・転出）の改善

• ・赤穂の魅力を発信 ・定住基盤の充実

• ・郷土愛の醸成

目標③

• 交流・関係人口（来訪者や地域

• と多様に関わる人）の創出
• ・地域資源を活用した魅力の創出など

２０２５赤穂市総合戦略④

○『２０２５赤穂市総合戦略』では、３つの基本目標を定め、各目標ごとに基本目標指標（KPI）に
よる進捗確認を行いながら、人口減少社会・少子高齢化社会への対策を実施
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基本目標１ 自然動態（出生・死亡）の改善

自然増減数（出生数ー死亡数）(５年間の累計)基本目標指標
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達成状況 B

どのような施策や取組が、達成
状況に影響したか

出生数に影響する子ども・子育て支援環境を充実させる施策の中には既に目標値を達
成しているものもあり、一定の効果が出ていると評価できるが、死亡数に影響する生涯
を通じた健康づくりを推進する取組についてはC評価も多く、その効果は大とは言えない。

現状値
R7

目標値
R7

実績値
R3

実績値
R4

実績値
R5

実績値
R6

実績値
R7

△1,948人 △1,851人 △389人

今後の方針 継続

今後の方針の理由
人口減少が社会問題となっている中、赤穂市の都市機能を維持し、市民に住みよい環
境を提供するためにも、引き続き自然動態の改善のための施策に取り組んでいく。

地方創生への効果 Ｃ

どのような効果があったか
現状値・目標値を５年の計画期間で按分すると、前者が△389人、後者が△370人となる。
令和３年度実績は△389人となっており、現状値を改善することはできなかった。



基本目標２ 社会動態（転入・転出）の改善

社会増減数（転入者数ー転出者数）(５年間の累計)基本目標指標

達成状況 C

どのような施策や取組が、達成
状況に影響したか

定住基盤を充実させる施策については一定の効果は出ているものの、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、定住相談会を始めとした、市外の方に赤穂市の魅力を直接Ｐ
Ｒする事業を実施することが十分にできなかった。

現状値
R7

目標値
R7

実績値
R3

実績値
R4

実績値
R5

実績値
R6

実績値
R7

△586人 △81人 △302人

今後の方針 継続

今後の方針の理由
基本目標１の自然動態（出生・死亡）の改善と同じく、市民に持続可能な都市機能を提供
するために人口規模の維持は必要不可欠であり、引き続き、基本目標２の達成に向け
て取り組む必要がある。

地方創生への効果 C

どのような効果があったか
現状値・目標値を５年の計画期間で按分すると、前者が△117人、後者が△16人となる。
令和３年度実績は△302人となっており、目標値を大幅に下回っているため施策の効果
が発現しているとはいえない。
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基本目標３ 交流・関係人口（来訪者や地域と多様に関わる人）の創出

観光入込客数・うち宿泊者数基本目標指標

基本目標指標 観光入込客数 上記のうち、宿泊者数

達成状況 C B

どのような施策や
取組が、達成状況
に影響したか

（一社）あこう魅力発信基地と連携し、赤穂ス
イーツの開発及びPRを行ったほか、ＩＣＴを活用

した情報発信等により誘客促進を図ったが、新
型コロナウイルス感染症によるイベントの自粛
等により、目標達成には至っていない。

（一社）あこう魅力発信基地と連携し、赤穂スイーツ
の開発及びPRを行ったほか、ＩＣＴを活用した情報発
信を行い、概ね目標を達成した。

地方創生への効果 B B

どのような効果が
あったか

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込
んだ観光客数が少しずつ回復している。

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ
宿泊客数が少しずつ回復している。

今後の方針 継続 継続

今後の方針の理由

地域一体となった観光地経営の推進を図ること
により交流人口の拡大と稼ぐ力の向上による
地域活性化を推進するため、引き続き（一社）
あこう魅力発信基地と連携し、事業を実施する。

地域一体となった観光地経営の推進を図ることによ
り交流人口の拡大と稼ぐ力の向上による地域活性
化を推進するため、引き続き（一社）あこう魅力発信
基地と連携し、事業を実施する。
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現状値
R7

目標値
R7

実績値
R3

実績値
R4

実績値
R5

実績値
R6

実績値
R7

観光入込客数 1,413千人 1,500千人 993千人

上記のうち
宿泊者数

276千人 290千人 235千人


